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インターネットを活用した企業間連携により,

ビジネスを短期間に締結

TWX-21のビジネスコミュニティにより,

新たなパートナーを開拓

TWX-21ビジネスアプリケーション

サプライチェーン支援

(調達,納入計画など)

エンジニアリングチェーン支援

(協調設計,開発購買など)
間接材購買の支援 販売業務の支援

･発注EDl

･生産コラボレーション

物流

鞄･指定見積もり,公開見積もり

●オークション

TWX-21基盤技術を提供

･MRO集中購買の代行

･カタログ協定品の購買

･受注EDl

･電子カタログの販売

パートナーl盲報

mX-21会員を対象とした

サービスビジネスの創生を支援

注:略語説明 EC(ElectronicCommerce).EDl(ElectronicDatalnterchange).MRO(Maintenance,Repair,andOperations)

TWX-21の全体像

TWX-21では.会員管理やセキュリティ∴運用管理基盤上に,企業のパートナーの開拓や,既存パートナーとのコラボレーションが行えるさまざまなアプリケーションサービスを提供し
ている｡

日立製作所が提供する企業間ECサービス"TWX-

21''では,インターネットを利用した設計･調達･生産･

販売といった企業間のビジネスプロセス全体をカバー

するアプリケーションサービスにより,企業の業務改革

を支援してきた｡

サービス開始当時,ECはEDlに代表されるファイル

交換を主体とした利用形態が主であった｡しかし,イン

ターネット接続環境やコンピュータ環境の発展により,

才
はじめに

R立製作所は,1997年9月から,企業間EC(Electronic

Commerce)サービス"TWX-21''の提供を開始した｡7年目

企業間ECの形態も大きく変化し,ビジネスの方法が

変わり始めている｡

日立製作所は,このような動きに対応して,(1)見

積評価サービス,(2)SC(SupplyChain)コラボレー

ションサービス,(3)web-EDl/BBサービス,(4)

MRO集中購買サービスなどを新たに開発し,¶〟X-21

の機能を強化している｡さらに,(5)次世代のXMト

EDlにも積極的に取り組んでいる｡

を迎えた現在,会員数は1万5,000社を超え,国内最大規模

のeMP(Electronic Marketplace)に成長している｡TWX-

21では,インターネットを利用した設計･調達･生産l販売といっ

た企業間のビジネスプロセス全体をカバーするアプリケーショ

ンサービスの提供により,企業の業務改革を支援してきた｡

7丁5

l川二評点2003.11125



llウVol.85No.11

サービス開始当時は,インターネットが普及段階にあり,専

用線を引いてインターネット接続ができる大規模企業以外は,

従量制のダイヤルアッフ1P(InternetProtocol)接続サービス

を利用する形態が一般的で,回線速度もISDN(Integrated

Services DigitalNetwork)で64kビット/s程度であった｡

2000年ころからADSL(Asymmetric DigitalSubscriber

Line)サービスが普及し始めたことから,多くの企業が,安価

で,かつ容易なインターネットの広帯域･常時接続環境を活用

することができるようになった｡現在では,TWX-21会員の約

70%がADSLによる接続を行っている｡同時に,コンピュータ

の処理能力も大幅に向上し,WWW(WorldWideWeb)関

連技術やⅩML(ExtensibleMarkupLanguage)関連技術

も急速に発展している｡

このようなネットワーク環境,コンピュータ環境の急激な発展

を背景に,企業間ECの形態も大きく変化している｡TWX_21

のサービス開始当初は,通信料や回線速度の問題や制約か

ら,EDI(Electronic DataInterchange)に代表されるデー

タ交換を主体とした利用形態が主であった｡しかし,現在で

は広帯域･常時接続のインターネット接続環境が,企業間のア

プリケーションとデータを統合したり,またはいっそう密接なもの

とし,ビジネスの方法を大きく変え始めている｡企業内のユー

ザーが,取引先と同じサーバにアクセスして業務データを共

有することや,業務アプリケーションとしてインターネット上のシ

ステムを利用することなどが可能になっている｡また,企業の

基幹システムどうしが,リアルタイムに業務データを交換するこ

とによって業務スピードを飛躍的に向上させるなど,従来より

も密接な企業間のコラボレーション,コンペティションが始まっ

ている｡

ここでは,上述のような企業間の新しいコラボレーションや,

コンペティションによる合理化を支援する"TWX-21''の新サー

ビス,新機能について述べる｡

2
企業間ECサービスHTWX-21H

企業間ECの対象は,人が介在してコラボレーション,コン

ペティションをする業務範囲と,人が介在しないで企業間の基

幹システム間の定型情報を交換する業務範囲の二つに分け

られる｡

TWX-21では,人が介在する業務範囲として,(1)バイヤー

の購入引き合いに対応して,複数のサプライヤーが価格競争

を行う｢見積評価サービス+,(2)所要計画や在庫情報を共

有し,バイヤー企業･サプライヤー企業で納期調整を行う｢SC

(Supply Chain)コラボレーションサービス+,(3)EDIデータ

を受けて受注業務･出荷納品業務を支援するサプライヤー企

業への｢Web-EDI/BBサービス+,(4)消耗品･間接材の購

買業務改革を支援する｢MRO(Maintenance,Repair,and
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1999年～

997年～
EDl ●Web-EDl

●公開見積もり
指定見積もり●グローバルソーシング

･MRO集中購買

･生産情報共有

2003年～

ご･Web-EDl/BB(2003年7月リリ一ス)

･XML-ED=コラボレイティブEDl)

≠吋SOUrCing*爪ader見積評価

(2003年4月リリース)

･e-SOurCjng/MRO集中購買(2003年6月機能追加)

･e-SOUrCing/SC(2003年5月機能追加)

企業のネットワーク環境の発展

インターネットの普及 ADSLサービスの開始
業務活用の開始 業務活用の加速･本格化

企業間コラボレーションの形態

データ交換の ネット上での

範囲拡大 業務コラボレーションの強化

大容量化

マルチメディア化

通信とアプリケーションの融合

S2S(業務自動化)

注:略語説明ほか S2S(SeⅣertOSeⅣer)

*e-SOUrCingは､日立製作所の登録商標である｡

図1TWX-21のロードマップ

データ交換型のサービスから,ネットワーク上で業務コラボレーションを行うサービス

ヘと急速に移行している｡

Operations)集中購買サービス+などを開発し,提供している｡

また,人が介在しないで企業間の基幹システム間の定型

情報を交換する業務範囲では,ファイル転送型のEDIサービ

スを提供している｡いっそう密接に企業間のシステムを連携

するためのメッセージベースの交換であるⅩML-EDIへの取り

組み･試行が行われている｡TWX-21では,JEITA(社団法

人電子情報技術産業協会)でのⅩMしEDIの実証実験とし

て,(5)JEITA/コラボレイティブEDIにも積極的に取り組んで

おり,それぞれの業務範囲で,新サービス･新機能を開発し,

捉僕を開始している(図1参照)｡

3
TWX･21の新サービス･新機能

3.1見積評価サービス``e-SOUrCing/Trader”

e-SOurCing/Traderは,バイヤー企業とサプライヤー企業

の間で実施される見積業務をリバースオークション形式で支

援するサービスである｡バイヤー企業からの見積依頼に,サ

プライヤー企業が入札を行い,その結果をバイヤー企業が評

価する一連の見積プロセスに対応したインターネット上のASP

(Application Service Provider)サービスであり,ユーザー

はWWWブラウザだけで利用することができる｡

このサービスでは,オークションという特性を考慮し,(1)入

札によるサーバ負荷を低減するために開催案件を限定し,分

散する,(2)サプライヤーが開催前に入札への参加意思を

登録する,(3)参加意思のないサプライヤーは入札状況の確

認ができない,(4)開催中は最新の入札状況を自動で更新

する,といった機能を持たせている｡バイヤー企業にとっては,

(1)競争原理の導入による短時間での調達コストの低減,(2)

多数のサプライヤーへの見積依頼による市場価格の容易な

人手,透明性の向上,(3)サプライヤーの絞り込みから決定
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(2)参加俵麺メーノ

(1)案件登録

(5)状況確認

(6)結果確認

評価登録

パ.イセ～

企業

夢

車軸垂軒下卵即
せrビス

健前

親催中

備後

(3)案件内容確認

参加意思登寂

(4)入札

(7)評価通知メーノ

サプライヤー

サプライヤー

サプライヤー

図2見積評価サービスの概要

見積プロセスにおける,バイヤー企業.サプライヤー企業間のアプリケーションを提

供する｡

までの調達プロセスの効率化などの利点がある｡e-SOurCing/

Traderは2003年4月にサービスを開始し,日立グループをは

じめとする各企業で利用されており,最大30%のコストダウン

を実現している(図2参照)｡

3.2 SCコラボレーションサービス"e-SOu｢Cing/SC”

e-SOurCing/SCは,バイヤー企業側の生産管理システムで

管理している所要計画,在庫,注文残高などの情報をサプ

ライヤー企業へ開示し,共有することにより,業務スピードの

向上と,在庫削減を支援するサービスである｡EDIで行って

いた従来の情報の交換ではなく,バイヤー企業と協調関係の

あるサプライヤー企業間,さらには2次･3次サプライヤーの複

数の拠点や部門までを含めて,需給計画から納入にかかわ

る最新の状態をリアルタイムに共有し,納期を調整するため

の機能を提供する｡

このサービスは,(1)計画段階の需給調整,納入日程,

実績を共有する基本機能,(2)コンサイメント(預託)品を対

象に,在庫管理,入出庫(計上)実績を共有するコンサイメン

†イヤー企業
e-SOUrCi咽/SC

サフィヤー

企業
インターネット

国内

サプライヤー

事業所
(納期調整担当)

日本国内用の機能(日本語)

共汲メニュー
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l
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l

戦)転プ察知

海外

サプライ
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図3SCコラボレーションサービスの概要

バイヤー企業の基幹システムから出力される最新の生産,納入関連情報を,バイ

ヤー企業と2次,3次まで含むサプライヤー企業間で共有できる｡

ト取引機能,(3)所要計画,納入実績をグローバルに共有

する海外取引機能に対応している｡e-SOurCing/SCは2002

年10月にサービスを開始し,日立グループ企業ほかで利用さ

れており,調達リードタイムを約50%短縮などの効果が表れ始

めている(図3参照)｡

3.3"Web-EDl/BB肘サービス

Web-EDI/BBは,ブロードバンド時代に対応して,2003年

7月に提供を開始したサプライヤー企業のためのサービスで

ある｡従来のTWX-21Web-EDIサービスは,WWWブラウ

ザによってEDIの伝送ファイル単位に内容を確認し,CSV

(Comma Separated Value)形式でのデータ取得を行い,

納品書発行などの業務処理については,クライアントが事前

インストールするソフトウェアを利用して行う形態であった｡

Web-EDI/BBは,伝送ファイルの交換ではなくメッセージ単

位にデータを管理し,WWWブラウザだけで受注情報や納入

指示情報の検索,納期回答の人力などの業務処理が行える｡

また,PDF(PortableDocumentFormat)での注文明細書

を出力することにより,EIAJ〔現JEITA(社団法人電子情報

技術産業協会)〕規格標準納品書の出力が可能であり,クラ

イアントプログラムなしで一連の業務処理を行える｡EDIを実

施しているバイヤー企業ではシステムを変更する必要がない

ことから,サプライヤー企業の利点を踏まえたEDI率の向上

が容易に図れる｡

3.4 MRO集中購買サービス"e-SOurCing/MRO”

e-SOurCing/MROは,オフィスや製造現場,研究所などで

使用する間接材,副資材を,日立グループを含むバイヤー企

業全体の購買量を基に集中購買するサービスである｡注文

承認機能,注文実績検索機能,バイヤー企業の独自購入商

品を掲載,利用する環境提供機能などがあり,企業の簡易購

買システムとしてWWWブラウザだけで利用することができる｡

また,すでに社内購買システムを持っているバイヤー企業

には,二重のシステム化･管理を防止するため,社内購買シ

ステムとの連携インタフェースを提供している｡SAP削が公開

するオープンカタログインタフェースに準拠し,バイヤー企業

のユーザーが商品を選定する際に,社内購買システムから

MRO集中購買システムに接続し,MRO集中購買システムか

ら商品検索して,商品情報を社内購買システムに伝送する｡

注文依頼･承認はバイヤー企業の購買システム上で処理す

る｡これにより,社内システムとeMPを融合する(図4参照)｡

3.5 JEITA/コラボレイティプEDlへの取り組み

JEITAは,SCM(Supply Chain Management)実現の

※)SAPは,SAPAGのドイツおよびその他の国における登録

商標または商標である｡
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注1:上記国中のSAPR/3とSAPEBPは,mySAPSRMの中核製品である｡

注2:*R/3は,SAPAGのドイツおよびその他の国における登録商標または商標である｡

図4SÅP戦略的購買ソリューションとの連携例

mySAP SRMとの連携が容易である｡その他のW/Fシステムとの連携も可能で

ある｡

ための｢コラボレイティブEDI+標準化を,従来のEDI標準であ

るEIAJ規格を拡張し,国際標準であるebXMLに準拠して

行っている｡′〈イヤー企業とサプライヤー企業間のメッセージ

交換では,企業のサーバどうしが直接接続する形態と,ASP

サービスを利用する形態の二つのモデルが提案されている｡

日立製作所は,標準化作業の段階から参画し,TWX-21

上にバイヤー企業とサプライヤー企業がメッセージ交換するた

めのB2B(Business to Business)サーバを立ち上げて実証

実験に参加した｡2002年2月から2003年4月までの実証実験

では,バイヤー企業2社,サプライヤー企業3社が日立製作所

の環境を利用し,所要提示･供給回答から確定注文･請けな

どの-･連のメッセージ交換を行い,人を介さずに業務を進

ちょくさせるためのデータ交換技術の有効性検証を行った｡

吉田貴宏

▲
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〃
TWX-21の今後の展開

これからは,社内システムや社内ユーザーが,ネットワーク

を介して,他の企業システムやユーザーとますます密接に連

携していくと考えられる｡TWX-21では,以下の三つの要件

を中心に検討し,サービスおよび棟能の充実を図っていく考

えである｡

(1)交渉や設計,保守などのプロセスで,映像や音声情報

とアプリケーションを融合し,企業の競争力強化を支援

(2)企業の基幹システムどうしをリアルタイムに連携し,業務

の自動化を促進

(3)すべてのサービスにおける,グローバル取引への対応,

強化

雷
おわりに

ここでは,"TWX-21''の新サービス,新機能について述べた｡

ネットワーク,コンピュータの発展を背景として,今後も新し

いビジネスモデルが生まれ,企業間取引では国や地域,距離,

時間の壁がなくなり,ネットワークを介した企業間でのアプリケー

ションとデータ,メディアの融合や連携が急激に進むものと考

える｡TWX-21により,バイヤー企業のシステムとサプライヤー

企業のシステムがネットワークを介してリアルタイムに連携,協

調する次世代ビジネスモデルの実現を図っていく｡

日立製作所は,これからも,TWX-21によって企業活動を

企業間ECの側面から支援していく考えである｡

参考文献

1)藤本,外:わが国最大のeマーケットプレイス｢企業間ビジネスメディア

サービス▲`TWX-21''+,日立評論,83,4,323～326(2001.4)

執筆者紹介

藤本弘士

1995年H立製作所入社,情報･通信グループEプロジェク

トサポート推進本部ECシステム本邦TWX-21サービス部

所属

現在,TWX-21サービスの企画･開発に従事

E-mail:takahyo(車■itg.hitachi,CO.jp

木内美紀

1992年R立エンジニアリング株式会社人朴,日立製作所

ECシステム本部TWX-21サービス部所属

現在,TWX-21サービスの企由･開発に従事

E-mail:hkiuchi(グ′itg.hitachi.co.jp

1993年｢1屯製作所入社,情報･通信グループEプロジェク

トサポート推進本部ECシステム本部TWX-21サービス部

所属

現在,′rWX-21サービスの介画･開発に従事

E-mail:hifujimo@itg.hitachi.co,jp

大関 覚

1998年日立製作所人祉,情報･通信グループEプロジェク

トサポート推進本部企両部所属

現在,次世代B2Bの企画･開発に従事

E一皿ail:soozeki@itg,llitachi.co.jp




